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IAS第12号「法人所得税」

現行のIAS第12号「法人所得税」（以下「IAS第12号」という。）は、昭和54年７月に公表されたIAS第12号

「法人税の会計処理」を置き換えて、平成８年10月に国際会計基準委員会（IASC）から公表された法人所得

税に関する基準である。国際財務報告基準（IFRS）は、原則主義という特徴を有しているが、IAS第12号は、

原則主義の典型的な基準となっており、概念や考え方の基本的事項を理解することが重要となる。我が国に

おいては、平成９年６月に、企業会計審議会から「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」が公表され、

その中で、税効果会計を全面的に適用することの原則が提案された。平成10年10月に、同審議会から、「税

効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」が公表された結果、本格的に、税効果会計が導入され、現

在に至っている。本稿の読者におかれては、既に税効果会計にはなじみがあるものと思われる。したがって、

本稿においては、広範囲に及ぶIAS第12号の基本的事項や特徴的な点を中心に説明することにしたい。また、

平成21年３月に、国際会計基準審議会（IASB）から、現行のIAS第12号を差し替える、法人所得税に関する

新たな会計基準を提案する公開草案「法人所得税」（以下「公開草案」という。）が公表されており、現時点

においては、公開草案における提案のすべてが最終基準化される可能性は少ないと思われるが1、現行のIAS

第12号を理解する上で有用と考えられることから、その内容についても説明することにしたい。なお、本文

中の意見に関する部分は筆者の私的見解であることにご留意いただきたい。

IAS第12号の重要なポイント

IASBにおける

法人所得税プ

ロジェクトは

どのように進

展しているの

であろうか。

繰延税金

・ 繰延税金に関して、どのような基本的アプローチを採用しているのであろうか。

・ 基本的アプローチの例外としては、どのようなものがあるのだろうか。

・ 繰延税金資産の実現可能性については、どのように判断するのであろうか。

・ 繰延税金はどのように測定されるのであろうか。

・ 繰延税金の認識による影響は、どの区分に計上されるのだろうか。

表示・開示

・ 財政状態計算書においては、どのように表示されるのだろうか。また、相殺規定はどうなっ

ているのであろうか。

・ 包括利益計算書においては、どのように表示されるのであろうか。

・ 開示事項には、どのようなものがあるのであろうか。また、繰延税金負債が認識されていな

い場合、又は、繰延税金資産を認識するに至った証拠を開示する場合とは、どのような場合で

あろうか。

当期税金

・ 未確定のタックス・ポジションの取扱いはどのようになっているのだろうか。
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IAS第12号は、法人所得税に関す

る会計処理を規定することを目的と

して、当期の課税所得に関連して納

付する（又は還付される）当期税金

及び一時差異に関連して将来の期間

において納付する（又は還付される）

繰延税金の両者について、１つの基

準書の中でその会計処理を規定して

いる。我が国における繰延税金のみ

の会計処理を規定した基準である

「税効果会計に係る会計基準」とは、

適用範囲が異なっている2。IAS第12

号における法人所得税には、課税所

得を課税標準として課される国内及

び国外のすべての税金が含まれる。

報告企業自身が直接納付した法人所

得税のみならず、子会社、関連会社

又はジョイント・ベンチャーが、配

当を行う場合において課税され、納

付された源泉税も含まれる。また、

IAS第12号において、税金費用（収

益）とは、当期税金及び繰延税金に

関連して、当期の損益を決定する中

に含まれた合計額であると定義され

ている。この税金費用は、IAS第１

号「財務諸表の表示」において、包

括利益計算書の本表において、最低

限表示しなければならない１つの項

目と規定されており、国際財務報告

基準における包括利益計算書の本表

においては、当期税金費用（我が国

における「法人税、住民税及び事業

税」に相当）と、繰延税金費用（我

が国における「法人税等調整額」に

相当）を分けて表示することは強制

されていない。

� 当期税金の定義

当期税金とは、ある期の課税所得

（又は税務上の欠損金）に関連して

納付する（又は還付される）法人所

得税の金額をいう。

� 当期税金の認識

未払いの当期税金は、負債として

認識し、既に支払済みの金額が納付

すべき税額を超過する場合は、超過

額を資産として認識する。また、税

務上の欠損金が、過去の期の当期税

金を還付できる便益を有する場合に

は、当該便益は資産として認識され

る。

� 当期税金の測定

当期税金負債（又は資産）は、報

告日までに施行されている税率（税

法）又は実質的に施行されている税

率（税法）を使用して納付する（又

は還付される）と期待される金額で

測定する。現行のIAS第12号におい

ては、未確定のタックス・ポジショ

ンの測定に関する規定は明示されて

おらず、法人所得税に関する見積り

の不確実性に重要なリスクが存在す

る場合には、IAS第１号「財務諸表

の表示」第125項に規定されている

見積りの不確実性の原因の開示に従っ

て、又は、財務諸表利用者の意思決

定に有用な情報として必要な情報の

追加開示を求める同基準第112項に

従って、関連する情報を注記におい

て開示することが適切であると考え

られる。

（公開草案）

公開草案において、当期税金とは、

当期又は過去の期に対する課税所得

（又は税務上の欠損金）に関連して

納付する（又は還付される）法人所

得税をいうと定義されている。また、

現行のIAS第12号に規定されていな

かった未確定のタックス・ポジショ

ンの測定に関する規定が提案され、

税務当局が企業によって報告された

金額を容認するか否かについての不

確実性が存在する場合、税務当局が

関連するすべての情報について完全

な知識を持ち、税務調査を行うとい

う前提において、起こり得るすべて

の結果の発生可能性で加重平均した

金額を使用して、当期税金及び繰延

税金を測定することを提案している。

この考え方は、平成17年６月に

IASBから公表された公開草案「IAS

第37号『引当金、偶発負債及び偶発

資産』の改訂」3の中で示されている

考え方と同様に、不確実性の存在の

影響については、認識ではなく、期

待値として測定において考慮する考

え方と整合させたものとなっている。

また、税金に関連する見積りの不確

実性の主要な原因に関する情報（税

務当局との未解決の紛争の影響を含

む）について、「法人所得税」の基

準自体の中において、開示項目の１

つとすることが提案されている。加

えて、公開草案では、報告日におい

て、実質的に施行されている税率又

は税法に基づいて、当期税金資産及

び当期税金負債を測定することを提

案しているが、「実質的な施行」の

意味が明確にされている。この詳細

については、繰延税金の測定におい

て、後述することにする。

� 繰延税金の概要

IAS第12号における繰延税金の会

計処理に関する全体の概要は、次頁

の図表１のとおりである。まず、

IFRSに基づく会計上の帳簿価額と

税務基準額により、繰延税金の対象

となる一時差異を認識する。認識さ

会計・監査ジャーナル No.659 JUN. 201024

IAS第12号の適用範囲１

当期税金２

繰延税金３
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れた一時差異は、将来減算一時差異

又は将来加算一時差異に分類される。

当該一時差異に適用税率を乗じて、

繰延税金が測定される。繰延税金資

産については、実現可能性について

検討することが必要となる。繰延税

金の影響については、該当する項目

に応じて、税金費用、その他の包括

利益、資本又はのれんの区分に計上

する。最後に、表示及び開示につい

て検討する。

（公開草案）

公開草案においては、現行のIAS

第12号において明示されていなかっ

た法人所得税に対する会計処理のス

テップが本文に記載され、理解しや

すく、適用しやすい法人所得税に関

する基準の作成を志向する姿勢が伺

える。このステップにおいては、現

行のIAS第12号において明示されて

いないが、資産又は負債の帳簿価額

が回収又は決済されるときに、課税

所得に影響を与える資産又は負債で

あるか否かを特定するステップが導

入されている。

� 一時差異及び税務基準額の定義

IAS第12号における繰延税金に対す

る考え方を理解する上で、一時差異

及び税務基準額の定義を理解するこ

とが重要である。一時差異（Tempo-

rarydifferences）とは、財政状態計

算書における資産又は負債の帳簿価

額と税務基準額との差額であり、税

務基準額（Taxbase）とは、当該資産

又は負債に税務上帰属するとされた

金額であると定義されている。繰延

税金の対象とされるものは、課税所

得計算上の加減算項目のみを対象と

する期間差異（Timingdifferences）

だけでなく、資産又は負債の帳簿価

額と税務基準額との差額である一時

差異であり、現行のIAS第12号にお

いては、一時差異アプローチに基づ

く資産負債法が採用されている。ま

た、資産負債法に対する概念として

繰延法があるが、現行のIAS第12号

では、繰延法による処理は認めてい

ない。例えば、連結手続において相

殺消去した未実現損益に係る一時差

異については、我が国においては、

繰延法の考え方が採用されているが、

IAS第12号においては、資産負債法

により処理することになる。

（公開草案）

公開草案においても、この一時差

異アプローチに基づく資産負債法の

考え方は踏襲されている。IAS第12

号における一時差異アプローチをよ

り一層徹底した原則主義の基準とす

るために、一時差異と税務基準額の

定義をより明確にして、次のように

改訂することを提案している。つま

り、一時差異とは、資産又は負債の

帳簿価額が回収又は決済される時に

課税所得に影響を与える財務諸表上

の資産、負債又はその他の項目の帳

簿価額と税務基準額との差額であり、

税務基準額とは、実質的に施行され

ている税法に基づく、資産、負債又

はその他の項目の測定額であると定

義されている。一時差異の定義をこ

のように変更することにより、課税

所得に影響を与えない差異を除外す

ることを明確にしている。また、税

務基準額の定義を変更して、資産の

回収又は負債の決済に関連して、売

却又は継続使用により税務基準額が

異なる場合、報告日において、売却

した場合に適用される税務基準額と

提案することで、現行のIAS第12号

における税務基準額に経営者の意図

が反映されることを排除している。

� 一時差異の種類と繰延税金

一時差異は、資産又は負債の帳簿

価額が、回収又は決済された時に、

将来の期間の課税所得（又は税務上

の欠損金）を決定する上で加算され

る一時差異（将来加算一時差異）と、

資産又は負債の帳簿価額が、回収又

は決済された時に、将来の期間の課

税所得（又は税務上の欠損金）を決

定する上で減算される一時差異（将

来減算一時差異）に分けられる。将

来加算一時差異については、繰延税

金負債が認識され、将来減算一時差
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繰延税金の概要

IFRSに基づく会計上の帳簿価額 vs税務基準額（Taxbase）＝

一時差異（Temporarydifferences）

将来減算（Deductible） 将来加算（Taxable）

適用税率

繰延税金資産の認識？

税金費用 その他の包括利益 資本 のれん

表示及び開示の検討

〈図表１〉
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異については、繰延税金資産が認識

される。繰延税金資産については、

将来減算一時差異のほか、未使用の

税務上の繰越欠損金及び未使用の税

務上の繰越税額控除からも認識され

る。なお、一時差異アプローチにお

ける将来加算一時差異と将来減算一

時差異の生じるケースをまとめたも

のが図表２となるので参考にされた

い。

１．将来加算一時差異

すべての将来加算一時差異につい

ては、次の例外を除いて、繰延税金

負債を認識する。

・ のれんの当初認識、又は

・ 企業結合ではなく、かつ、取引

時に会計上の利益又は課税所得

（税務上の欠損金）のいずれにも

影響を与えない取引から生じる資

産又は負債の当初の認識（当初認

識の例外）

すなわち、IAS第12号においては、

一時差異アプローチの考え方から、

将来加算一時差異については、原則

として、繰延税金負債を認識するが、

のれんについては、残余として測定

される結果、その残余に繰延税金負

債を認識すると、のれんの帳簿価額

が増加することになるため、例外と

して、繰延税金負債を認識しない。

また、企業結合ではなく、かつ、取

引時に会計上の利益又は課税所得

（税務上の欠損金）のいずれにも影

響を与えない取引に繰延税金負債を

認識すると、資産又は負債の帳簿価

額を同額修正することになることか

ら、例外として、繰延税金負債を認

識しない。なお、子会社、支店、関

連会社に対する投資及びジョイント・

ベンチャーに対する持分に関連する

将来加算一時差異については、将来

減算一時差異とまとめて後述するこ

とにする。

２．将来減算一時差異

すべての将来減算一時差異につい

ては、次の例外を除いて、当該将来

減算一時差異が使用されることに対

して、課税所得が生じる可能性が高

い範囲において、繰延税金資産を認

識する。

・ 企業結合ではなく、かつ、取引

時に会計上の利益又は課税所得

（税務上の欠損金）のいずれにも

影響を与えない取引から生じる資

産又は負債の当初の認識（当初認

識の例外）

将来減算一時差異については、一

時差異アプローチの考え方から、原

則として、繰延税金資産を認識する

が、将来加算一時差異の場合と異な

り、課税所得が生じる可能性が高い

範囲において認識するという制限が

ある。企業結合ではなく、かつ、取

引時に会計上の利益又は課税所得

（税務上の欠損金）のいずれにも影

響を与えない取引から生じる資産又

は負債の当初の認識については、将

来加算一時差異の場合と同様に例外

が規定されている。未使用の税務上

の繰越欠損金及び未使用の税務上の

繰越税額控除に対する繰延税金資産

の認識要件も同様であり、当該未使

用の税務上の繰越欠損金及び未使用

の税務上の繰越税額控除が使用され

ることに対して、課税所得が生じる

可能性が高い範囲において、繰延税

金資産を認識する。なお、子会社、

支店、関連会社に対する投資及びジョ

イント・ベンチャーに対する持分に

関連する将来減算一時差異について

は、将来加算一時差異とまとめて後

述することにする。

（公開草案）

公開草案においては、一時差異ア

プローチの原則に基づいて、より理

解しやすく、適用しやすい首尾一貫

した取扱いをする法人所得税に関す

る基準とするために、繰延税金につ

いて、現行のIAS第12号の一時差異

アプローチにおける例外規定を縮小

する提案がされている。すなわち、

現行のIAS第12号においては、一時

差異アプローチの例外として、企業

結合ではなく、かつ、取引時に会計

上の利益又は課税所得（税務上の欠

損金）のいずれにも影響を与えない

取引に繰延税金を認識しないことが

認められていたが、この例外を削除

することが提案されている（当初認

識の例外の削除）。この当初認識の

例外の削除により、次の処理を行う

ことが提案されている。資産又は負

債の当初の認識において、一時差異

が生じる場合、当該資産又は負債に

ついては、次の要素に分解する。

・ 企業固有の税金の影響を除いた
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一時差異アプローチ

■ 資産の帳簿価額が、税務基準額より
も高い。

■ 負債の帳簿価額が、税務基準額より
も低い。

■ 資産の帳簿価額が、税務基準額より
も低い。

■ 負債の帳簿価額が、税務基準額より
も高い。

将来加算

一時差異

将来減算

一時差異

〈図表２〉
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資産又は負債

・ 企業固有の税金の影響…例えば、

他の通常の企業と当該企業との税

務基準額の違いから生じる税務上

の恩典又は不利益

前者である企業固有の税金の影響

を除いた資産又は負債について、他

の関連するIFRSに従って認識され、

当初の帳簿価額と税務基準額との間

の一時差異に対して、繰延税金資産

又は繰延税金負債が認識される。資

産又は負債の認識が、包括利益、資

本又は課税所得に影響を与える場合

には、包括利益又は資本において、

繰延税金収益又は繰延税金費用を認

識する。企業結合による場合には、

資産又は負債及び繰延税金資産又は

繰延税金負債の認識は、のれん又は

バーゲン・パーチェス利得の測定に

影響を与える。その他のすべての場

合には、支払対価と取得した資産及

び負債（繰延税金を含む）の合計認

識額との差額を繰延税金資産又は繰

延税金負債に対するアローワンス又

はプレミアムとして認識する。当該

アローワンス又はプレミアムは、関

連する繰延税金資産又は繰延税金負

債の変動に応じて比例的に、税金費

用となるように減額し、財政状態計

算書の中においては、繰延税金に含

めて表示しなければならないことが

提案されている。

� 繰延税金資産の実現可能性

１．繰延税金資産の実現可能性の判

断要素

将来減算一時差異の解消は、将来

の期間における課税所得を減少させ

る結果、税金支払いの減少を通じて、

企業に経済的便益の流入をもたらす

ことになる。したがって、将来減算

一時差異の解消に対して相殺できる

十分な課税所得を企業が稼得できな

い場合、税金支払いの減少による経

済的便益の流入は生じないことから、

繰延税金資産は認識されない。すな

わち、将来減算一時差異に対する繰

延税金資産の認識に当たっては、当

該将来減算一時差異の解消に対して、

課税所得が発生するか否かが重要と

なる。IAS第12号では、将来課税所

得、将来加算一時差異及びタックス・

プランニングを課税所得の発生の可

能性の判断要素として、将来、課税

所得が生じる可能性が高い範囲にお

ける繰延税金資産の認識に対するガ

イダンスを次のように示している。

① 十分な将来加算一時差異が存在

する場合

同一の税務当局及び同一の納税主

体に関連して、次のいずれかを満た

す十分な将来加算一時差異が存在す

る場合、将来減算一時差異の解消に

対して、課税所得が発生する可能性

が高いものと判断される。

・ 将来減算一時差異の解消が予想

される同一の期間における将来加

算一時差異の解消

・ 繰延税金資産を生じた税務上の

欠損金が繰戻し又は繰越しができ

る期間における将来加算一時差異

の解消

② 十分な将来加算一時差異が存在

しない場合

同一の税務当局及び同一の納税主

体に関連して、十分な将来加算一時

差異が存在しない場合には、次のい

ずれかに該当する範囲で認識する。

・ 十分な課税所得

将来減算一時差異が解消する同一

の期間において、同一の税務当局及

び同一の納税主体に関連する十分な

課税所得が生じる可能性が高い範囲

において、繰延税金資産を認識する。

将来の期間における十分な課税所得

が発生するか否かの判断に当たって

は、将来の期間に生じると予想され

る将来減算一時差異からの課税所得

は無視する。

・ タックス・プランニング

税務上の繰越欠損金又は税務上の

繰越税額控除の繰越期限到来前の適

切な期間に、課税所得を創出又は増

加させるタックス・プランニングの

実行可能な範囲において、繰延税金

資産を認識する。

将来減算一時差異と同様に、税務

上の繰越欠損金及び税務上の繰越税

額控除に対しても、課税所得が生じ

る可能性が高い範囲において、繰延

税金資産を認識することになるが、

税務上の繰越欠損金の存在は、将来

課税所得が生じない可能性の強い証

拠となることから、近年に損失が発

生している場合には、十分な将来加

算一時差異を有する範囲内において、

又は、十分な課税所得が生じるとい

う他の信頼すべき根拠に基づく範囲

内において認識する必要がある。ま

た、税務上の繰越欠損金及び税務上

の繰越税額控除を使用することに対

して、課税所得が生じる可能性を査

定するに当たっては、次の事項につ

いても考慮することが求められてお

り、より慎重に判断する必要がある

ものと考えられる。

・ 税務上の繰越欠損金又は税務上

の繰越税額控除を繰越期限前に使

用することに対して、同一の税務

当局及び同一の納税主体に関連し

て、課税所得となる十分な将来加

算一時差異を有しているか否か。

・ 税務上の繰越欠損金又は税務上

の繰越税額控除の繰越期限前に、

課税所得が生じる可能性が高いか

否か。

・ 税務上の繰越欠損金は、繰り返
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されそうにない特定の原因から生

じたものであるか否か。

・ 税務上の繰越欠損金又は税務上

の繰越税額控除が、使用される期

間において、課税所得を創出する

タックス・プランニングの実行が

可能か否か。

加えて、税務上の繰越欠損金や税

務上の繰越税額控除について、繰延

税金資産を認識する場合にあっては、

後述する開示事項に規定されている

ように、当該繰延税金資産の金額及

び当該認識をするに至った証拠につ

いて、開示する必要があるものと考

えられる。

２．繰延税金資産の実現可能性の程度

繰延税金資産は、課税所得が生じ

る可能性が高い範囲において認識す

るが、現行のIAS第12号においては、

「可能性が高い（probable）」という

ことを規定したのみであり、現行の

IAS第37号「引当金、偶発負債及び

偶発資産」3で規定されているように、

「可能性が高い（probable）」につい

て、「起こらない可能性よりも起こ

る可能性が高い（morelikelythan

not）」と解釈するといった明文規定

はされておらず、どの程度の高さを

意味しているのかについては、明示

されていない。それゆえ、IAS第12

号における「可能性が高い」という

用語の解釈について、「起こらない

可能性よりも起こる可能性が高い」

と解釈して、繰延税金資産の実現可

能性を判断する実務や、「起こらな

い可能性よりも起こる可能性が高い」

よりも高い程度を要求していると解

釈して、繰延税金資産の実現可能性

を判断する実務が一部にみられてい

る。

（公開草案）

公開草案においては、繰延税金資

産の実現可能性について、現行の

IAS第12号における「可能性が高い

（probable）」という用語から、「起こ

らない可能性よりも起こる可能性が

高い（morelikelythannot）」という

用語に置き換える旨の提案がされて

いる。

３．実現可能性のない繰延税金資産

の処理

現行のIAS第12号においては、繰

延税金資産の認識は、シングル・ス

テップによる方法が採用されている。

つまり、繰延税金資産は、課税所得

が生じる可能性が高い範囲において

認識されるため、課税所得が生じる

可能性が高くない範囲の繰延税金資

産は認識されないことになる。

（公開草案）

公開草案においては、評価性引当

金方式（Valuationallowance）の採

用が提案されており、繰延税金資産

を総額で認識して、課税所得に対し

て、繰延税金資産が実現しない可能

性よりも実現する可能性の最も高い

金額と等しい純額となるように、繰

延税金資産に対する評価性引当金を

認識することが提案されている。

４．将来課税所得の見積り

繰延税金資産の実現可能性の判断

に当たっては、将来課税所得の発生

の可能性が重要な判断要素となるた

め、将来課税所得の見積りをする必

要が生じるが、原則主義のIFRSの中

においても、典型的な原則主義の基

準である現行のIAS第12号において

は、将来課税所得の見積りに対する

ガイダンスは提供されていない。し

たがって、将来課税所得の見積りに

ついて、実務上どのように行うかに

ついて問題が生じることになる。

IAS第８号「会計方針、会計上の見

積りの変更及び誤謬」において、会

計方針の選択及び適用に当たっては、

特定のIFRSがないときには、経営

者は、その結果もたらされる情報が、

利用者の意思決定の目的に適合し、

かつ、信頼性のある情報となるよう

会計方針の決定及び適用の判断をし

なければならず、その判断を行う場

合には、類似及び関連する事項を取

り扱っているIFRSの規定を参照す

ることが要求されている。このこと

から解釈するとすれば、原則主義の

IFRSの中において、相対的に細則

主義的な基準であるIAS第36号「資

産の減損」の規定が、将来課税所得

の見積りに当たっての参考となるも

のと考えられる。すなわち、IAS第

36号においては、回収可能価額のう

ち、使用価値を算定するに当たって、

将来キャッシュ・フローの見積りを

する必要があるが、それについて、

IAS第36号は次のガイダンスを提供

している。

・ 将来キャッシュ・フローは、外

部の証拠に重点を置いた合理的、

かつ、支持し得る前提を基礎にし

て、経営者の最善の見積りを反映

するように見積もらなければなら

ない。

・ 将来キャッシュ・フローの見積

りは、経営者によって承認された

直近の財務予算・予測を基礎とし

なければならないが、将来のリス

トラクチャリング又は資産の機能

を改善又は拡張することから生じ

る将来キャッシュ・フローは、除

外されなければならない。また、

これらの予算を基礎とした予測は、

より長い期間を正当化し得ない限

り、最長でも５年間でなければな

らない。

・ 直近の財務予算・予測の期間を

超えた将来キャッシュ・フローの
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見積りは、逓増率が正当化されな

い限り、一定又は逓減する成長率

を使用して、将来キャッシュ・フ

ローを見積もらなければならない。

当該成長率は、正当化し得ない限

り、当該製品、産業又は企業が活

動している国又は資産が使用され

ている市場の長期平均成長率を超

えることはできない。

以上のIAS第36号における将来キャッ

シュ･フローの見積りに対するガイダ

ンスは、IAS第12号における繰延税金

資産の実現性の判断を行うに当たっ

ての将来課税所得の見積りをする場

合に、参考となるものと考えられる。

（公開草案）

公開草案においては、付録Ｂの適

用ガイダンスにおいて、評価性引当

金に対するガイダンスや、課税所得の

発生可能性に対する肯定的又は否定

的な証拠の例示がまとめられている。

５．繰延税金資産の実現可能性の判

断の見直し

各報告日において、未認識の繰延

税金資産について再評価が実施され、

過去において認識されていなかった

繰延税金資産について、将来の課税

所得で実現される可能性が高くなっ

た場合、その範囲で認識し直す必要

がある。

� 子会社、支店、関連会社に対す

る投資及びジョイント・ベンチャー

に対する持分に関連する一時差異

子会社、支店、関連会社に対する

投資及びジョイント・ベンチャーに

対する持分に関連する一時差異につ

いては、現行のIAS第12号の中にお

いては、次のように、将来加算一時

差異と将来減算一時差異に分けて規

定されている。

１．将来加算一時差異

次の２つの条件が満たされる場合

を除いて、すべての将来加算一時差

異について、繰延税金負債を認識し

なければならない。

・ 親会社、投資者又は持分所有者

が、一時差異を解消する時期をコ

ントロールすることができること、

かつ、

・ 予測可能な将来において、一時差

異が解消されない可能性が高いこと。

すなわち、一時差異について、繰

延税金負債を認識することを原則と

するが、２つの条件が満たされる場

合には、繰延税金負債を認識する必

要はないことを規定している。子会

社の場合、親会社は、子会社の配当

政策をコントロールしており、投資

に係る一時差異の解消をコントロー

ルすることができることから、予測

可能な将来において、子会社の利益

を配当しないと決定している場合に

は、繰延税金負債を認識しないが、

関連会社の場合、通常は配当政策を

コントロールすることができないた

め、予測可能な将来において、関連

会社の利益を配当しないという合意

がない限り、繰延税金負債を認識す

る必要がある。現行のIAS第12号に

おいては、関連会社の場合、繰延税

金負債が認識されない可能性が残さ

れていることになる。

２．将来減算一時差異

次の２つの条件が満たされる可能

性が高い場合においてのみ、すべて

の将来減算一時差異について、繰延

税金資産を認識しなければならない。

・ 予測可能な将来において、一時

差異が解消される可能性が高いこ

と、かつ、

・ 一時差異の解消に対して、課税

所得が生じる可能性が高いこと。

将来減算一時差異については、２

つの条件が満たされる可能性が高い

場合のみ、繰延税金資産を認識し、

課税所得が生じる可能性については、

前述のとおり、繰延税金資産の実現

可能性の判断要素を考慮する必要が

ある。

（公開草案）

公開草案においては、公開草案の

本文パラグラフ第21項において、

「子会社及びジョイント・ベンチャー

の投資に対して、付録Ｂのパラグラ

フＢ１－Ｂ９に従って、繰延税金負

債及び繰延税金資産を認識しなけれ

ばならない。」と規定されている。

この記述は、「のれんの当初認識に

おいては、繰延税金負債を認識しな

い。」という、一時差異アプローチ

の例外を本文に規定しているのと対

照的な表現になっている。つまり、

子会社及びジョイント・ベンチャー

の投資に対しては、一時差異アプロー

チの例外が本文において明示されて

おらず、一時差異アプローチの原則

を徹底して、理解しやすく、かつ、

適用しやすい基準にしようとする考

え方が伺える。また、参照先である

付録Ｂにおいても、「子会社及びジョ

イント・ベンチャーの投資に関連す

るすべての一時差異に対しては、パ

ラグラフＢ５の例外が適用されない

限り、繰延税金負債又は繰延税金資

産を認識する。」と規定されている。

つまり、子会社及びジョイント・ベ

ンチャーの投資に対する一時差異に

対して、原則として、繰延税金負債

又は繰延税金資産を認識するが、付

録ＢのパラグラフＢ５に、一時差異

アプローチの例外が規定されている

ことを意味している。現行のIAS第

12号において、一時差異アプローチ

の例外となる可能性がある関連会社

の投資については、公開草案では、

その本文において、一時差異アプロー
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チの例外となる可能性があるパラグ

ラフ第21項の対象から外れており、

関連会社の投資に係る一時差異につ

いては、原則のとおり、繰延税金負

債及び繰延税金資産を認識すること

が要請されることになる。付録Ｂの

パラグラフＢ５に規定される例外と

しては、外国子会社又は外国ジョイ

ント・ベンチャーの投資に係る一時

差異について、次に該当する場合に

は、繰延税金資産又は繰延税金負債

を認識しないと規定されている。

・ 投資が実質的に永久に継続する

ものであること、かつ、

・ 予測可能な将来において、一時

差異が解消されないことが明らか

であること。

現行のIAS第12号と比較して、将

来加算一時差異と将来減算一時差異

に分けて規定することはせず、例外

の対象となるのは、外国における子

会社及びジョイント・ベンチャーに

対する投資に限定されている。さら

に、要件である「投資が実質的に永

久に継続するものであること」に対

して、外国子会社又は外国ジョイン

ト・ベンチャーの未分配利益を再投

資することを実証する特定の計画で

証拠付ける必要があり、一時差異の

解消に対して、現行のIAS第12号に

おける「可能性が高いこと（prob-

able）」から、公開草案においては

「明らかであること（apparent）」が

要求され、一時差異アプローチの原

則を徹底する観点から、厳しくなっ

ているものと考えられる。なお、公

開草案においては、現行のIAS第12

号において明示されていた支店につ

いては、子会社と同様に取り扱うこ

とが提案されている。以上より、公

開草案においては、関連会社及び国

内における子会社、支店及びジョイ

ント・ベンチャーへの投資に対して

は、一時差異アプローチの例外が認

められていない。

� 繰延税金の測定

繰延税金資産及び繰延税金負債は、

報告日までに施行されている税率

（税法）又は実質的に施行されてい

る税率（税法）に基づいて、資産が

回収される又は負債が決済される期

間において適用されるであろうと期

待される税率で測定する。課税所得

の段階に応じて、異なる税率が適用

される場合、繰延税金資産及び繰延

税金負債は、一時差異が解消すると

期待される期間における課税所得に

適用される平均税率を使用して測定

する。売却と継続使用で税率が異な

る場合、報告日において、企業が当

該資産及び負債の帳簿価額を回収す

る又は決済すると期待する方法に従っ

た税率を用いて繰延税金資産及び繰

延税金負債を測定する。企業が、資

産及び負債の帳簿価額を回収する又

は決済すると期待する方法が、適用

税率と税務基準額のいずれか、又は、

両方に影響を与える場合には、資産

及び負債の帳簿価額を回収する又は

決済すると期待する方法と首尾一貫

した適用税率と税務基準額を用いて

繰延税金資産及び繰延税金負債を測

定する必要がある。つまり、現行の

IAS第12号においては、資産及び負

債の帳簿価額も回収する又は決済す

ると期待する方法として、企業の意

図が適用税率だけでなく、税務基準

額についても反映されることになる。

また、繰延税金を割り引いて測定す

ることはできない。

（公開草案）

公開草案においては、繰延税金資

産及び繰延税金負債は、報告日にお

いて、実質的に施行されている税率

又は税法に基づいて、繰延税金資産

が実現する又は繰延税金負債が決済

されるときに適用されると期待され

る税率で測定すると規定され、未確

定のタックス・ポジションによる不

確実性についても考慮することが提

案されている。また、「実質的に施

行されている」とは、施行過程にお

いて要求される将来の事象が、過去

において、施行の決定に影響を与え

ておらず、また、今後も影響を与え

そうにない場合であるとその意味が

明確にされている。また、前述のと

おり、税務基準額は、報告日におい

て、売却をした場合に適用される税

務基準額とすることが提案されてお

り、売却によってのみ、帳簿価額が

回収される又は決済される場合には、

売却による適用税率を用いて繰延税

金資産及び繰延税金負債を測定し、

売却又は継続使用のいずれかで、帳

簿価額が回収される又は決済される

場合には、企業が当該資産及び負債

の帳簿価額を回収される又は決済す

ると期待する方法に適用される税率

を用いて繰延税金資産及び繰延税金

負債を測定することが提案されてい

る。

� 当期税金及び繰延税金の認識に

よる影響区分

現行のIAS第12号においては、取

引又はその他の事象が当期税金及び

繰延税金に及ぼす影響の処理につい

ては、当該取引又はその他の事象と

首尾一貫した処理が求められている。

１．損益の中で認識される項目

次に該当する場合を除いて、当期

税金及び繰延税金は損益の中で認識

されなければならない。

・ 損益以外のその他の包括利益又

は直接資本の中で認識される取引

又は事象から生じる場合
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・ 企業結合から生じる場合

すなわち、取引又は事象が損益の

中で認識される項目に関連する当期

税金及び繰延税金は、損益の中で認

識する。なお、損益として認識され

る場合において、廃止事業が存在す

る場合には、廃止事業に関連する税

金費用は継続事業に関連する税金費

用と区分される。また、関連する一

時差異の金額には変更はないが、税

率又は税法の変更や繰延税金資産の

実現可能性の再評価により、繰延税

金の金額が変更される場合、当該繰

延税金が、従来、損益以外で認識さ

れた項目に関連している場合を除い

て、当該影響は、損益の中で認識す

る。

２．その他の包括利益の中で認識さ

れる項目

その他の包括利益の中で認識され

る項目に関連する当期税金及び繰延

税金は、その他の包括利益の中で認

識されなければならない。その他の

包括利益の中で認識される項目の例

としては、IAS第39号「金融商品－

認識及び測定」に従い、売却可能有

価証券に分類した公正価値の変動額、

IFRS第９号「金融商品」に従い、公

正価値の変動をその他の包括利益と

して表示することを選択した持分金

融商品、IAS第16号「有形固定資産」

に従い、再評価モデルを採用した場

合の再評価剰余金、IAS第21号「外

国為替レート変動の影響」に従い、

在外事業体の財務諸表の換算に伴う

為替換算調整額がある。

３．直接資本の中で認識される項目

直接資本の中で認識される項目に

関連する当期税金及び繰延税金は、

直接資本の中で認識されなければな

らない。直接資本の中で認識される

項目の例としては、IAS第32号「金

融商品－表示」に従い、複合金融商

品の資本要素の当初認識から生じる

金額やIAS第８号に従い、会計方針

の変更の遡及適用又は誤謬の修正再

表示から生じる期首利益剰余金の修

正額がある。

４．企業結合から生じる繰延税金

一時差異アプローチの採用により、

企業結合で取得した識別可能資産又

は負債について、一定の例外はある

が、取得日に公正価値で評価するこ

とにより、一時差異が生じることに

なるため、繰延税金が認識される。

その結果、のれんの金額又はバーゲ

ン・パーチェス利得の金額に影響を

及ぼすことになる。

（公開草案）

公開草案においては、従来、継続

事業から生じる損益以外で認識され

た項目に関連する繰延税金のその後

の変動（例えば、税率の変更や繰延

税金資産の実現可能性の再評価）に

ついて、現行のIAS第12号において

は、当該取引又はその他の事象と首

尾一貫した処理が求められている結

果、当該変動の影響が損益の中で認

識されない可能性、いわゆるバック

ワード・トレイシングの問題がある

ことから、当該変動の影響について

は、例外はあるが、基本的に継続事

業から生じる損益の中で認識するこ

とが提案されている。

� 財政状態計算書における表示

IAS第１号において、財政状態計

算書の本表において、最低限表示す

る項目として、次の項目が記載され

ている。

・ 当期税金に対する負債及び資産

・ 繰延税金負債及び繰延税金資産

また、IAS第１号においては、財政

状態計算書について、流動・非流動

分類により表示している場合は、繰

延税金資産及び繰延税金負債につい

て、流動項目として分類して表示す

ることを禁じている。つまり、繰延

税金資産及び繰延税金負債は、非流

動項目として表示されることになる。

� 相 殺

IAS第１号において、資産及び負

債は、IFRSにおいて要請又は許容さ

れていない限り、相殺してはならな

いとする全般的規定がなされている。

IAS第12号においては、次の相殺規

定が設けられているので、該当する

場合、資産と負債を両建て表示する

ことはできず、相殺に留意すること

が必要となる。

１．当期税金資産及び当期税金負債

の相殺

当期税金資産及び当期税金負債は、

次の場合にのみ相殺しなければなら

ない。

・ 法的に相殺することができる権

利を有し、かつ、

・ 純額で決済する又は資産を実現

させ、同時に負債を決済すること

を意図している場合。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債

の相殺

繰延税金資産及び繰延税金負債は、

次の場合にのみ相殺しなければなら

ない。

・ 当期税金負債に対して当期税金

資産を相殺する法的権利を有し、

かつ、

・ 次のいずれかに該当し、同一の

税務当局から課税された法人所得

税に関連する繰延税金資産及び繰

延税金負債。

・ 同一の納税事業体、又は、

・ 繰延税金負債又は繰延税金資産
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の重要な金額が決済される又は実

現する将来の各期間において、純

額で当期税金負債及び当期税金資

産を決済すること、又は、資産を

実現させ、同時に負債を決済する

ことを意図している異なる納税事

業体。

� 包括利益計算書における表示

IAS第１号において、包括利益計

算書の本表において、最低限表示す

る項目として、「税金費用」が記載

されており、IAS第12号においては、

通常の活動から生じる損益に関連す

る税金費用は、包括利益計算書の中

で表示する必要が明確にされている。

なお、包括利益計算書について、２

計算書方式を採用している場合、通

常の活動から生じる損益に関連する

税金費用は、損益計算書の中で表示

する。また、廃止事業に関連する税

金費用については、IAS第１号及び

IFRS第５号「売却目的で保有する

非流動資産及び廃止事業」において、

包括利益計算書の中で、廃止事業の

税引後の損益と廃止事業を構成する

資産又は処分グループの売却費用控

除後の公正価値による測定又は処分

したことにより認識した税引後の利

得又は損失との合計からなる単一の

金額を表示することが求められ、

IFRS第５号において、当該単一の

合計金額の分析として、廃止事業に

関連する税金費用を注記又は包括利

益計算書において開示することが求

められている。その他の包括利益に

関連する税金費用については、IAS

第１号において、包括利益計算書の

本表で、税金費用を相殺した後の純

額でその他の包括利益の各項目を表

示する方法、又は、その他の包括利

益の各項目を税金費用を相殺する前

の総額で表示して、当該その他の包

括利益の各項目に関連する税金費用

の累積額を包括利益計算書で表示す

る方法のいずれかの方法が認められ

ている。その他の包括利益の各項目

に関連する税金費用の金額について

は、包括利益計算書の中において、

又は、注記において開示される。

（公開草案）

公開草案においては、財政状態計

算書について、流動・非流動分類に

より表示している場合は、繰延税金

資産又は繰延税金負債について、関

連する資産又は負債の分類基準に従っ

て、流動又は非流動に分類し、資産

又は負債に関連しない繰延税金につ

いては、一時差異の解消見込みに応

じて、流動又は非流動に分類するこ

とが提案されている。

現行のIAS第12号における開示事

項は、次のとおりであり、たいへん

広範にわたる開示が求められている。

① 税金費用（収益）の主要な構成

要素

税金費用（収益）の構成要素には、

次のものが含まれる。

・ 当期税金費用（収益）

・ 過去の当期税金に対して当期に

認識した調整額

・ 一時差異の発生及び解消に関連

する繰延税金費用（収益）の金額

・ 税率の変更又は新税の課税に関

連する繰延税金費用（収益）の金額

・ 過去の期において認識されてい

なかった税務上の繰越欠損金、繰

越税額控除又は一時差異が当期税

金費用を減少させるために使用さ

れた便益の金額

・ 過去の期において認識されてい

なかった税務上の繰越欠損金、繰

越税額控除又は一時差異が繰延税

金費用を減少させるために使用さ

れた便益の金額

・ 繰延税金資産の評価減又は過去

の評価減の戻入れから生じた繰延

税金費用

・ IAS第８号に従って、損益に含め

られた会計方針の変更及び誤謬に

関連する税金費用（収益）の金額

② 直接資本に計上された項目に関

連する当期税金及び繰延税金の累

積額

③ その他の包括利益の各項目に関

連する法人所得税の金額

④ 次のいずれか又は両方の様式に

よる税金費用（収益）及び会計上

の利益との間の関係の説明

・ 適用税率の計算基準の開示も含

め、税金費用（収益）と会計上の

利益に適用税率を乗じた額との間

の数値的調整

・ 適用税率の計算基準の開示も含

め、平均実効税率と適用税率との

間の数値的調整

⑤ 過去の会計期間と比較した適用

税率の変更の説明

⑥ 財政状態計算書において、繰延

税金資産が認識されていない将来

減算一時差異、未使用の税務上の

繰越欠損金及び繰越税額控除の金

額（該当あれば、繰越期限）

⑦ 繰延税金負債が認識されていな

い子会社、支店、関連会社に対す

る投資及びジョイント・ベンチャー

に対する持分に関連する一時差異

の累積額

⑧ 一時差異、未使用の税務上の繰

越欠損金及び繰越税額控除の種類

ごとに、次の事項に関する情報

・ 表示されている各期間の財政状

態計算書において認識された繰延

税金資産及び繰延税金負債の金額
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・ 財政状態計算書において認識さ

れた金額の変動から明らかではな

い場合、損益において認識された

繰延税金収益又は繰延税金費用の

金額

⑨ 廃止事業については、次の事項

に関連する税金費用

・ 廃止に伴う利得又は損失、かつ、

・ 表示されている過去の各期間に

対応する金額と共に、廃止事業の

通常の活動から生じる損益

⑩ 財務諸表の発行が承認される前

に提案又は宣言され、財務諸表に

負債として認識されていない株主

への配当に関する法人所得税の影

響額

⑪ 企業結合が、取得者の取得前に

繰延税金資産として認識していた

金額に変動を与える場合、当該変

動額

⑫ 企業結合において取得された繰

延税金の便益が、取得日において

は、認識されていなかったが、取

得日後において認識された場合、

繰延税金の便益を認識する原因と

なった事象又は状況の変化の説明

⑬ 次の場合、繰延税金資産の金額

及び当該認識をするに至った証拠

・ 繰延税金資産の実現が、現存す

る将来加算一時差異の解消から生

じる利益を超過した将来の課税所

得に依存しており、かつ、

・ 当該繰延税金資産が関連する税

務管轄地域において、企業が当期

又は過去の期のいずれかにおいて、

損失を被っている場合

⑭ 株主に対する配当支払いの結果

として生じる潜在的な法人所得税

上の影響の説明

その他の開示項目として、税務当

局と未解決の紛争がある場合につい

ては、IAS第37号に従って、税金関

連の偶発負債及び偶発資産の開示の

有無を検討する必要があるものと考

えられる。また、報告期間後に税率

又は税法の変更が施行され、又は、

公表された場合については、IAS第

10号に従って、当期税金及び繰延税

金に及ぼす重要な影響を開示するか

検討する必要がある。

（公開草案）

公開草案においては、現行のIAS

第12号に規定されている開示事項を、

公開草案における改訂案に応じて改

訂するともに、財務諸表をより有用

なものとするために、次のような追

加の開示事項を提案している。

・ 異なる税率となる税務管轄地域

の間における連結グループ内の資

産、及び負債の移転に関する法人

所得税への影響

・ 連結納税を採用しているグルー

プに属する企業の個別財務諸表等

における連結納税の配分について

の情報

・ 税務当局に支払う利息及び罰金

の分類について、企業の採用する

会計方針

・ 税金に関連する見積りの不確実

性及び時期（税務当局との未解決

の紛争の影響を含む）について、

見積りの不確実性の主要な原因に

関する情報

〈注〉

１ IASBにおける法人所得税プロ

ジェクトは、当初、米国財務会計

基準審議会（FASB）との短期の

コンバージェンス・プロジェクト

の一環として進められ、平成21年

３月に、現行のIAS第12号を差し

替える、公開草案「法人所得税」

が公表されたが、平成21年10月に

行われたIASBとFASBとの合同会

議において、法人所得税の会計処

理の根本的な見直し作業の要否に

ついて、将来のいずれかの時点で

検討することが示唆された。これ

を踏まえ、平成22年3月に開催さ

れたIASBの会議において、法人

所得税プロジェクトに関する目的

と範囲の改訂が議論された。当該

会議において、プロジェクトの目

的については、現行のIAS第12号

における基本的アプローチを変更

することなしに、かつ、できる限

り、米国基準との差異を増加させ

ることなしに、現行のIAS第12号

における実務における問題を解消

することに改訂することが決定さ

れ、また、プロジェクトの範囲に

ついては、次のものを取り扱うこ

とが決定された。

・ IAS第37号の改訂が最終化され

た後において、未確定のタックス・

ポジション

・ 公正価値で再測定される不動産

に関する繰延税金

また、平成21年3月に公表され

た公開草案において提案された改

訂案に対して、全体的に支持され

た次の改訂案を導入することが決

定された。

・ 資産の回収又は負債の決済が

課税所得に影響を与えるか否か

を検討する最初のステップの導

入

・ 繰延税金資産を総額で認識し

て、必要な範囲において、評価

性引当金での相殺

・ 評価性引当金の必要性を検討

するガイダンス

・ 実質的な施行に対するガイダ

ンス

・ 連結納税申告書を提出するグ

ループ内における当期税金及び
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繰延税金の配分

２ 我が国においては、当期税金に

相当する「法人税、住民税及び事

業税」については、別途、日本公

認会士協会から、監査・保証実務

委員会報告第63号『諸税金に関す

る会計処理及び表示に係る監査上

の取扱い」が公表されている。

３ 平成17年６月に、IASBから、

公表された公開草案「IAS第37号

『引当金、偶発負債及び偶発資産』

の改訂」においては、現行のIAS

第37号における引当金の認識要件

である「債務を決済するために経

済的便益を持つ資源が流出する可

能性が高いこと（probable）」を

削除することが提案されている

（認識に関する蓋然性基準の削除）。

現行のIAS第37号において、経済

的便益が流出する可能性が高くな

い場合には、偶発負債として取り

扱われ、開示の対象として検討す

ることになるが、公開草案におい

ては、経済的便益の流出の可能性

が高くない場合であっても、負債

の定義に該当し、当該負債を信頼

性をもって測定することが可能と

なった時点で負債を認識すること

になり、発生の可能性は負債の測

定に反映させることが提案されて

いる。なお、当該公開草案に寄せ

られたコメントに対応して、平成

22年１月に、IASBは、公開草案

「IAS第37号における負債の測定－

IAS第37号の改訂案」を公表し、

負債の測定に関する部分を対象と

した範囲限定的な公開草案を公表

している。この公開草案において

は、負債の測定目的を「企業が報

告日に現在債務から解放されるた

めに、合理的に支払うであろう金

額を測定すること」と明確にして、

次のいずれかの金額のうち、最も

小さい金額になることを提案して

いる。

・ 当該債務を履行するために必要

である資源の現在価値

・ 当該債務を解約するために企業

が支払わなければならない金額

・ 当該債務を第三者に譲渡するた

めに企業が支払わなければならな

い金額

また、当該測定目的を実際に適用

するに際して、債務を履行するため

に必要である資源の流出に不確実性

が存在する場合における期待アウト

フローの測定に対するガイダンスの

提案がなされている。
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